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講義の構成

• 狙い：財政再建と地方財政の関係を理解する

トピック

• 日本の財政の現状

• 何故地方財政か

• 限界的財政責任・・・

• 業務改革



日本の財政の現状
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出所：財務省資料

財政への誤解：其の1

• 政府の借金は自分たちには関係
ない・・

国の借金＝国民の借金

• 一般政府（＝国＋地方＋社会保
障基金）債務の対ＧＤＰ比は増加
の一途

⇒主要先進諸国の中でも最悪

債務残高増＝財政赤字の累積

財政は持続可能か？
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176.7％



5財務省財政制度等審議会



財政への誤解：其の2

• 歳出増を巡る誤解

歳出増は公共事業や無駄な支出による

• 増加の主要因は社会保障

高齢化の進む我が国では「構造的課
題：
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出所：財務省資料

平成29年度予算
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政府は21日、税や保険料で賄う医療、介護など社会保障給付費が経済成長率
を年２％前後とする基本ケースで2040年度に190兆円になるとの推計を公表した。
日本経済新聞2018.5．22

社会保障費、40年度６割増の190兆円
政府推計介護は2.4倍、支え手急減で負担増



参考：社会の高齢化
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新しい財政健全化計画



移動するゴール・ポスト

• 政府は財政健全化（基礎的財政収支の黒字化）目標を2020年度から2025年度に「先送り」

黒字化の見通しは経済再生（高い成長率）は前提・・・

• 財政健全化目標＝いつか来た道・・・

 骨太の方針2006＝2011年度⇒断念

 社会保障と税の一体改革・経済財政再生計画＝2020年度⇒先送り

• 「三度目の正直」、「二度あることは三度ある」？

• 財政再建の進捗管理＝ＰＤＣＡが必要

一定の経済見通し（経済再生ケース）を前提にするのではなく、目標年（2025年度）に向けて財
政再建の進捗を把握

（補正予算等で）進捗が滞っていれば、追加の方策を実施



経済財政運営と改革の基本方針 2018 について

• 新たな財政健全化目標として、経済再生と財政健全化に着実に取り組み、2025 年度の国・地方
を合わせたＰＢ黒字化を目指すこととする。同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指
すことを堅持する。2025 年度ＰＢ黒字化に向けては、団塊世代が 75 歳に入り始める 2022 年度
の前までの2019 年度から2021 年度を、社会保障改革を軸とする「基盤強化期間」と位置付け、
経済成長と財政を持続可能にするための基盤固めを行うこととする

• 2025年度のＰＢ黒字化目標年度までの中間年である2021年度に中間指標を設定し、進捗を管
理するためのメルクマールとする。ＰＢ赤字の対ＧＤＰ比については、2017年度からの実質的な
半減値（1.5％程度）178とする。債務残高の対ＧＤＰ比については、180％台前半、財政収支赤字
の対ＧＤＰ比については、３％以下とする

• 今後、景気回復が鈍化する可能性や社会保障関係費の増大も想定される。必要な場合には、
景気を腰折れさせないよう機動的に対応し、経済成長を確実に実現する対応を取る必要がある

• 社会保障は高齢化による増加分が年によって異なることなどを考慮し、各年度の歳出について
は一律ではなく柔軟に対応する。



参考：財政再建の進捗管理

• 従来の財政再建＝所定の経済見通し（＝経済再生ケース）を前提に歳出抑制・歳入増のプラ
ンを作成

⇒見通しが違ったとき、プランを見直すのではなく、目標（＝2020年度までの基礎的財政収支
黒字化）を変更＝ゴールポストを動かす

• 必要な考え方＝目標（＝2025年度までの基礎的財政収支黒字化）を固定して、経済情勢・財
政再建の進捗状況に応じて追加策を講じる

⇒財政再建のＰＤＣＡサイクル

• 参考：財政制度等審議会「新たな財政健全化計画等に関する建議」

① 2021 年度（平成33年度）までの３年間において改革の取組を集中・加速させる （中略）

④３年間の取組の進捗状況を検証し、目標実現を確保するため、必要に応じて歳出・歳入両
面からの追加措置を検討する
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中長期の経済財政に関する試算（平成 30年１月23日）



参考：増税の先送りの「機会コスト」
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（消費）税率

時間
2015年10月

現行水準
（8％） 増税の先送り

将来的に大幅な増税
⇒将来の経済に悪影響

税率の平準化
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将来の基礎的財政黒字で
補てん
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東京財団「財政危機時の政府の対応プラン」（2013）



何故、財政再建か？

• 財政再建＝増税・歳出削減は景気に悪影響？

財政悪化は将来の（より厳しい）財政再建＝増税・歳出減を不可避

⇒将来の景気・成長に悪影響

• 財政再建＝持続可能な財政への回帰は目的ではなく手段

財政再建の目的＝「最後の拠りどころ」（Last Resort)としての財政（特に国の財政）
の機能の維持
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政府の機能 内容

成長・活性化＝資源配
分機能

成長に向けたインフラの整備・更新
人材の育成・研究開発支援

格差是正＝再分配機
能

低所得層への救済
経済の低迷する地域への支援

リスクマネジメント＝安
定化機能

経済・金融危機（例：リーマンショック）への対応
大規模災害（例：首都直下地震）後の復旧・復興



何故財政再建は進まないのか？



伝わらない危機感

• 「日本国債のパラドックス」＝公的債務の増加に関わらず、
金利は一貫して低下傾向⇒デフレと日銀の金融緩和

日銀が何とかしている・・・

• 国・自治体の財政運営も破綻していない

財政当局が「何とかしている」（辻褄を合わせている）

例：医療保険財政を維持するための赤字補てん等

⇒政治家・国民に「何とかなる」というメッセージ＝財政への
見通しを楽観視

財政再建論者は「狼少年」

米国：予算が失効せず（年度予算が成立せず）一部政府
機関が閉鎖（2018年1月20日）



財政再建の奇策？

主張 前提

ドーマー条件 成長率が金利を上回れば、基礎的財
政収支が赤字でも財政は持続（＝公
債残高対ＧＤＰ比安定的）

成長＞金利が長期にわたって持続？
・ピケティの格差論
 成長＝賃金上昇率＜金利が常態化

ヘリコプターマネー 中央銀行が公債を引き受け永久国債
化（恒久的に保有）すれば民間に対す
る国の借金は解消

統合予算（連結）ベースでは債務の内訳
がシフト（公債⇒貨幣）しただけ
 通貨の信認は？

物価の財政理論 財政再建＝増税等をしないことで民間
消費・投資が喚起されれば物価は上
昇＝脱デフレ

財政再建自体が必要なくなる＝財政
収支は均衡

財政破綻（将来的に厳しい財政再建）しな
いことを家計・投資家が信認していること
が前提
 財政再建しない国の財政への信認？
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参考：ヘリコプターマネー？

財政ファイナンス＝日銀が国債を（直接）引き受けた上、永久国債（コンソル）化⇒国債の「塩
づけ」

市場（民間）に対する国の借金は帳消し？

貨幣は債務ではない？

統合政府＝日銀と政府の統合化⇒日銀の債務（現金＋日銀預け金）を継承

例：企業の連結バランスシート

マネタリー
ベース

日銀保有
国債

民間保有
の国債

日銀保有
国債

民間保有
の国債

マネタリー
べース

日銀中央政府. 

資産 債務

統合政府

統合政府の債務国の債務 20



参考：デフレが支えた財政赤字

• デフレは財政赤字（税収の低迷・景気対策予算の拡大）の原因であると同時に国債の安定消化を持続可
能にする要因でもある

デフレ下では企業・家計は投資・消費を抑制⇒資金余剰の発生⇒公共部門が民間の余剰資金を吸収

財政赤字＋低金利＝デフレ不況モデル

• デフレ脱却＝消費・投資の拡大は国債の安定消化を困難に？
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出所：日本銀行資
金循環統計



アベノミクスの長期と短期

• 財政政策面では①短期はケインジアン的有効需要政策、②中長期的にはサプライサイド
（新古典派）的な生産（供給）サイド主導の成長戦略
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)( MXGICY −+++=
短期

中長期

成長戦略

 短期の景気対策から中長期の成長戦略（構造改革）への「ギアチェンジ」が出
来ていない・・・

機動的財政政策



結局、皆ケインジアン？

• 異なる入口と同じ出口

入口

リフレ派＝金融緩和・財政政策一般

守旧派＝公共事業（国土強靭化）

リベラル＝社会保障支出

出口

乗数効果＝好循環

⇒需要サイドへの働きかけが前提・・・

＋財政政策を通じた期待への働きかけ

将来の安心？インフレ期待？
23

公共事業・減税、社会保障等

雇用の創出

所得の増加

消費の拡大

好循環
＝乗数効果



参考：デフレから平時へ

• デフレ・モデルが「常態化」

⇒デフレ（マクロ需要不足）を「前提」にした経
済政策＝総需要の喚起

消費税増税は総需要を損なうため望ましく
ない・・・

通念としてのデフレギャップ

• 実態＝需給ギャップは解消の方向

経済活動の制約は需要から供給へ

• 例：慢性的人手不足

処方箋＝需要喚起から生産性の改善へ 出所：日本銀行



景気対策と成長戦略

景気対策 成長戦略

財政の機能 経済安定化 資源配分機能

手段 金融政策
有効需要管理政策
など

規制緩和
競争力・生産性の促進など
⇒経済の効率化

働きかけ 需要サイド サプライ（供給）サイド

目的 経済の変動を抑制 経済の「潜在的」（長期的）成長
力の向上

ヒトの体に例え
ると

体調管理 体力増進

病気に例えると 急性疾患の治療 慢性疾患への対処

制度改革 概ね現行制度を前提 規制緩和等の構造改革が不可
欠

視点 短期 長期

（マクロ）経済学 景気循環論 経済成長論 25



参考：日本の潜在成長率

出所：日本銀行



国の財務諸表

• 国は積立金を含む資産を保有してい
るから財政は健全？

⇒売れる資産か？

企業の資産＝原則、売却可能

資産＝企業の所有物

「譲渡性」（売却可能性）があっての
所有権

• 道路等、売れない資産だから公的資
産に価値はない？

資産の市場価値を高める工夫が必
要⇒公的資産の「収益化」・・

ＰＦＩ等公的サービスの産業化
出所：財務省



国民は知っている？

• 国民は財政のリスクを理解した上で財政再建（増税等）に抵抗？

若年世代の多くは「年金は貰えないもの」と思っている・・・＝社会保障の破綻を予測

「逃げ切る」ための増税反対＝貯蓄資金の確保

プロスペクト理論（行動経済学）＝「損失の分配」面で人々はリスク愛好的

「利益（成長）の分配」であれば確実な果実を志向し、合意形成もしやすい＝政治が得意・・

確実な損失（増税）よりも財政が好転する、逃げ切れる可能性に賭ける・・・・

28

個人の反応 理由 帰結

公共選択 納税に反対 貯蓄のための資金確保？ 財政再建への合意形成の遅れ

私的選択 貯蓄 将来の財政破綻（不確実
性）への備え

消費・投資の低迷＝「合成の誤
謬」？



参考：プロスペクト理論
効用

利得損失

参照点＝現状

利得の
増分

効用の
増加

損失の
増分

効用の
減少
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・株で儲ければ早めに売却して利益を確定する（株
価が下落するリスクを回避する）一方、保有する株
の価格が下がって、損失（「含み損」という）を抱
えているとき、株価が回復する可能性に賭けて、株
を保有し続ける（損失を確定しない）。



財政再建のインフラ（環境）整備



ＥＢＰＭの推進

従前の行
政

理念優先＝目的が正しければ結果は
問わない

法令偏重＝法律・条令の従う限り問題
視しない
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実態（＝エビデンス）に基づく政策
形成と見直し（ＰＤＣＡサイクル）



参考：日本の医療は安くない！世界第3位

西沢和彦「日本の医療費35か国中世界第3位に」日本総研（2016年7月19日）



財政再建への「通念」

• 改革（財政再建）への障害は既得権ではなく、通念（思い込み）かもしれない

ケインズ：「危険なのは思想である」

財政再建 通念 実際

期間 短期決戦志向 長期・持久戦

スタンス 一点突破・一挙解決
 脱デフレ？消費税増税？

グランドデザイン
＝改革の組み合わせ

• 財政健全化に向けた環境（機会）の整備＝現場の改革マインドを醸成

⇒目的としての財政再建から結果としての財政再建へ・・・



ではどうするか？

• 公共部門の効率化⇒非効率をどのように「発見」するか？

見える化＝地域間格差の実態を比較⇒見直しへの圧力⇒説明のつかない格差を是正

• 例：一人当たり医療費（年齢補正後）の地域間格差

34出所：経済・財政一体改革推進員会

政策・事業の選別
⇒「事後的」に結果＝成果に基づく見直し
 PDCAサイクルの徹底

 無駄を切るだけではない！

 優良事例（ベストプラクティス）の発見
と横展開



見える化＝比較
• 自治体間のコスト・サービス水準の違いの見える化

公共サービス水準が同じでも、コストに相違⇒相対的にコスト
の高い地域は「非効率」？

業務改革（民間委託等）の必要性

サービス水準の代理変数

教育＝学力テスト・いじめ件数等

財政運営に無駄のあるとの情報⇒効率化への圧力

留意：経済環境の近い地域間＝類似団体間での比較が有効

地域Ａ 地域Ｂ

コスト・成果

地域Ａの財政運営
の非効率？

財政力指数
(平成19年度～平成21年度）

Ⅰ 0.500以上～1.000未満
神奈川県、大阪府、千葉県、埼玉県、静岡県、茨城県、
栃木県、京都府、兵庫県、福岡県、広島県、滋賀県、三
重県、群馬県、岐阜県、岡山県、宮城県

17

Ⅱ 0.400以上～0.500未満
石川県、香川県、長野県、富山県、山口県、福島県、奈
良県、山梨県、福井県、新潟県、愛媛県

11

Ⅲ 0.300以上～0.400未満
北海道、熊本県、大分県、和歌山県、佐賀県、山形県、
青森県、徳島県、岩手県、宮崎県、鹿児島県

11

Ⅳ 0.300未満 長崎県、沖縄県、秋田県、鳥取県、高知県、島根県 6

都道府県類型区分一覧

グループ 団体名 団体数

35



36出所：経済財政一体改革推進委員会





出所：社会保障審議会医療保険部会（平成２６年１０月１５日）



出所：経済財政一体改革推進委員会（平成27年10月13日）

参考：医療費の地域間格差の分析

• 経済学の視点＝事実確認から分
析へ

• 高齢化等の要因で説明できない
地域差

⇒医療提供体制の効率性に起因？

例：病床数と医療費の因果関係

医師（医療機関）誘発需要？

病床を埋めるよう患者に入院を
誘導？

情報・知識以上、医師は患者に
優位≠消費者主権
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財政再建と地方財政



何故、地方財政か？

規模

地方の歳出は国・地方歳出の6割強を占める

社会保障（医療・介護、子育て支援等）の分野における地方の役割は大きい

 高齢化に伴い（さもなければ）今後とも支出増が見込まれる

国との関係

多くの地方自治体は国からの財政移転（交付税・国庫支出金等）に依存している

 自治体にとって国は「最後の拠り所」＝国の保護者責任

地方の財政悪化は国の負担（救済措置等）増に繋がりかねない

 他方、国の財政破綻は多くの自治体の財政破綻に直結

国・地方が一体になった財政再建が必要

経済財政一体改革（経済財政再生計画）＝国・地方が歩調を合わせた財政再建を要請
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国と地方の提供する公共サービス

公共資本 教育 福祉 その他

国 高速道路

国道（指定区間）

一級河川

大学

私学助成

社会保険 国防

外交

金融

都道府
県

国道（その他）・都道府
県道

一級河川（指定区間）

二級河川

港湾

公営住宅

市街化区域・調整区
域決定

高等学校

特殊学校

小中教員の
給与・人事

私学助成

公立大学

生活保護（町村の
区域）児童福祉

保健所

警察

職業訓練

市町村 都市計画等

市町村道

準用河川

港湾

公営住宅

下水道

小中学校

幼稚園

生活保護（市）

児童福祉

国民健康保険・介
護保険

上水道

ごみ・し尿処理

保健所（特定の市）

戸籍

住民基本台帳

消防
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何故、財政再建が進まないのか？

• 多すぎる「蛇口」＝国・地方の赤字の解消の仕方は様々⇒誰が「帳尻合わせ」をするのか？

各当事者は自分以外の誰かが負担することを期待

⇒財政再建（＝総論）には同意できても、方策（＝各論）で合意できない・・

• 財政再建の努力に「只乗り」？⇒自身の既得権益に執着

44

反対 賛成

財政当局 財政赤字の拡大
公費投入の増加

増税

地方自治体 交付税・補助金の削減 増税・国の補助金増

利害関係者 自身の権益（例：診療報酬）
の削減

増税・補助金増、他の
支出削減

納税者 増税 「増税の前にやることが
ある」？



出所：財政制度等審議会

医療費の構造



「自分事」としての財政へ：

46

• コストの「見える化」と選択肢

見える化＝負担（費用）と受益（給付）の連動⇒「蛇口」を減らす

選択肢の提示⇒負担の増加と受益の増加（確保）か負担の抑制（削減）と受益の抑制か？

• 地方の財政責任とは？

自治体が決めた支出の負担は「地域の会員」（住民・企業）で負う

住民に高い受益と高い負担、低い受益と低い負担の選択肢⇒自治体の財政を「自分事」に

• 財政は以外と身近な問題

自治体
予算

義務的な支出

交付税・補助金等

裁量的な支出

地方税

裁量的支出増

超過課税

受益と負担の連動
＝コスト意識の喚起



例：奈良県の取り組み

赤字補てんの解消



「市町村国保（保険料）」について」意見書：佐藤主光（一橋大学）

• 多過ぎる「蛇口」＝医療給付費増を埋める財源が（1）保険料の他、（2）公費（財政調整交付金等）、
（3）一般会計からの繰入金（法定外）など多様

⇒給付費の増加の「帰結」（どの財源が拡充されるのか？）が不明瞭

⇒加入者・自治体のコスト意識が希薄化

「予算のソフト化」＝自分たちの負担以外で補てんされることを期待

国保の現状

国保県単位化を巡る奈良県の取組み

• 一般会計からの繰入金（法定外）を廃止

• 県内保険料の統一の推進（統一に向けたメリハリのある支援金の配分）

高齢化要因を加味した医療費の将来推計＝給付費増を当然視しない保険料設定

• 更なる医療給付費の増加に対しては（1）保険料の引き上げを連動させるか、（2）診療報酬の独自
の引き下げ（高確法第14条）で対応

⇒受益＝給付（＝診療報酬）と負担＝保険料の関係を明確化



• 蛇口を塞ぐ＝一般会計からの繰り入れの廃止、保険料の一律化を前提とした激減緩和

• 予算のハード化＝医療給付費の増加を保険料の引き上げと連動させる。

保険料は（予め高い医療費を前提にするのではなく）高齢化の影響のみを勘案した水準に留め、「医療の高
度化」等に係る給付増について追加の引き上げるのも一案

• 高確法第14条の活用＝（1）保険料を引き上げて給付水準を維持するか、（2）給付水準（＝診療報酬）を引き
上げて保険料を抑えるかの選択肢を国保加入者・国民に示す

⇒国民・加入者のコスト意識の喚起と医療費増への牽制効果

公平との両立＝低所得層については保険料の軽減措置を確保

コストの見える化に向けて



出所：第５回社会保障ワーキング・グループ参考資料集



行政改革から業務改革へ

51



財政再建のマクロとミクロ：再論

• マクロ（国・地方全体）の財政再建＝基礎的財政収支の黒字化等

⇒ミクロ（個別政策・自治体）の効率化＝事務事業の見直し・コストの適正化

⇒超ミクロ＝事務事業の進め方（働き方）の見直し

• マクロの財政健全化計画に実効性を持たせるには超ミクロ＝業務の改革が必須

業務改革＝現場にも財政健全化に当事者意識⇒押しつけではなく現場の創意工夫による財政健全化・効率化

52

対象

国 マクロ 基礎的収支（ＰＢ）

自治体 政策・基本計画の見直し

ミクロ 事務事業・コストの適正化

超ミクロ 業務・働き方



気づきから解決へ

一体改革

課題への気づき ・ 「見える化」＝類似団体との比較

課題解決への誘因 ・ パフォーマンス比較
・ 住民のコスト意識の喚起

解決の方法 ・ 他自治体の優良事例の横展開
・ 業務の比較・見直し
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参考：政策評価体系とPDCA

54

政策評価のポイント

成果＝結果で評価する

政策・事業を適宜見直す⇒政策の誤り・試行錯誤を認める

進捗管理＝フォローアップする
出所：総務省資料



日常業務との関連づけ

55

施策
例：健康増進

事務事業
例：健診

個別の日常業務
公共施設の運営
広報等

• 「見える化」＋「政策評価」⇒現行の政策・事務事業の見直
しの契機

• 具体的にどのように見直すのか・・・

• 例：人件費等が非効率（割高）として具体的にどこに課題が
あるのか？

⇒仕事の仕方の問題？

解決方法の見えない政策評価は「評価疲れ」を招くだけ

• ミクロ＝事務事業から超ミクロ＝日常業務へ

業務改革による事務事業の見直し

業務改革（広義）には民間委託の他、ＩＣＴ化を含む
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西東京市 町田市 日野市 三鷹市 調布市 立川市 小平市

人口15万人以上の類似団体（東京都の市）

人口一万人あたり職員数（一般行政）

職員数の比較 • 職員数の多寡だけでは良し悪しは
判断できない・・・

• 他の類似団体に職員を抑えるにも
どのように抑えるのか定かではな
い・・・

56

職員数に違い
がある要因は？

仕事の仕方
＝業務にも着目





58出所：経済財政一体改革推進委員会



総務省行政管理局公共サービス改革推進室
59



５ 行政サービス水準他市比較調査
（４） 比較調査の実施
【①事務の流れを「業務体系」として整理】

60

要介護認

定事務

①申請受付事務
②主治医意見書事務
③認定調査事務
④認定審査会事務
⑤認定結果事務
⑥更新勧奨事務

介護サー

ビス給付

支給事務

①住宅改修事務
②居宅サービス計画事務
③セルフケアプラン事務
③福祉用具購入費支給
事務
④高額介護サービス事務
⑤各種減額事務
⑥介護給付等適正化事
業

賦課・調

定事務

①当初賦課事務
②更正賦課事務
③随時賦課事務
④減免事務

滞納処理

事務

①欠損処理事務
②収納・滞納繰越
調定事務

督促・催

告事務
①督促・催告事務
②納付推進業務

保険料還

付事務

①還付処理事務
②還付 支払 ・ 充
当・振替事務
③未請求者再通
知事務
④還付未済管理
事務

①消込処理事務
②収入金会計納
付事務
③口座振替事務
④代理納付事務

保険料徴

収事務

介護保険事業の業務体系
大区分 中区分

大区分 中区分
大区分

中区分

出所：町田市





業務改革のメッセージ

対象 メッセージ

国・都道府県 効率化によるコストの是正・適正化

地域住民 手続きの簡素化、待ち時間の縮小など行政サービスの「質」に改善

自治体職員 残業等労働時間の縮減⇒現場の負担の軽減

62

パラダイムシフト＝発想の転換

・業務（仕事）を増やして予算・人員を確保⇒利用可能な予算・人員の枠内に業務を抑制

・業務（「手続き」）に地域の独自性を主張⇒「成果」に独自性

・業務を「丸抱え」⇒公共はコア・ビジネス（政策の企画立案）に特化

政策への信頼は「誰がやるか」（業務の担い手が民間か公共か）ではなく、「何ができたか」（結果）による
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